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要約
地球環境問題に関連して、「サステイナビリティJが注目を集めている。本稿は、「居住」
という機能に焦点を当てた場合の地域の「サステイナビリティJを、「人口の安定性Jとし
て捉え、東京都内におけるケーススタデイとその考察を通じて、仮説提示等を行った試論
的論説である。
まず、「サステイナピリティjと都市の「生態系jに関わる概念規定を行った。
続いて、東京都における国勢調査基準地域メッシュ(1kmメッシュ)を用い、 1970年~
何年の25年間について、 14の人口「安定地区Jを抽出した。分析により、これらの地区で
は、ほほ、「若年層流入の継続性」ゃ「居住形態の多様性への対応jという特性を共通して
持っていることが見出された。これらの特性は、都内の他地区との比較を行うことにより、
より鮮明となった。
最後に、以上をもとに、大都市における「地域jのサステイナピリテイに関して、いく
つかの仮説等を示した。
1.はじめに
ローマクラブの『成長の限界j(1972)が発表さ
れてから、すでに 4半世紀を経過した。地球環境
問題に対して計量的シミュレーションによる分析
や予測を行ったこの試みは、きわめて先駆的なも
のであった。「汚染防止や資源の循環利用等の技術
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的対応と、人口・資本等の安定化に代表される成
長の計画的制御との双方が行われてはじめて持続
可能な均衡状態の世界が実現される」というその
結論は、地球サミットをはじめとする、現在にお
けるグローパルな政策的取り組みの晴矢となった
感がある。
その 5年後、日本において、オイルショックを
経た低経済成長を背景として策定された「第三次
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全国総合開発計画J(制定1977年)は、「定住圏構
想」を掲げ、河川流域を単位としたコミュニテイ
を「人間居住の総合的環境整備」の具体的な姿と
した。この考え方は、工業開発・建設プロジェク
ト中心であった旧全総・新全総のコンセプトを大
きく変革するものであり、省エネルギーという言
葉が生まれたのもこのころである。現行の全国総
合開発計画である f21世紀の国土のグランドデザ
インJ(1998) も、「多自然居住地域の創造jをそ
の一つの柱に据え、多分に自然との共生を意識し
たものとなっている。
自治体においても、このことを政策的課題とし
て意識している所は多い。例えば東京都は、『循環
型社会づくりの行動計画素案j(1998)を策定し、
資源のリサイクル、水循環、省エネルギ一、交通
需要マネジメント (TDM)、環境学習の推進等を
柱とした指針を示している。
本稿では、こういった流れを踏まえつつも、都
市、特に大都市という場において考えられる特有
の「サステイナピリティ」の切り口について、一
つの試論的考察を行うものである。
2. rサステイナビリティ」の多義性
このようなテーマについて考えるときまず問題
となるのは、キ}ワードとなる「サステイナピリ
ティ」の意味であるO 通常は、「人間活動を制御し
た結果得られる、自然と人聞を合わせた生態系の
持続可能性」というような意味で使われている。
都市の「サステイナビリティ」についても、「生態
系」がキーコンセプトとなることは異論がないで
あろう。
しかし、筆者の知る限り、都市の「生態系」と
いう場合には少なくとも 2つの見方があるように
思われる。
一つは、都市を自然の生態系の一部として見る
方法である O 自然科学的な見方ともいってよいで
あろう。もう一つは、都市そのものを 1つの生態
系になぞらえる見方で、“UrbanEcology"という名
称に象概される、言うならば社会科学的な視座で
ある。計画論的には両者とも重要で、何らかのア
クションを起こすとすれば、 2つの「生態系Jの
バランスをとる政策に落ち着くしかないように思
われる。ただ、その場合も、前者をベースとして
その制約の中で後者を酪酌するか、後者をベース
としてその制約の中で前者を組み入れようとする
か、の 2とおりの方法が考えられよう。
我が国のジャーナリズム等で一般的に言われて
いる「サステイナピリティ」はほぼ前者であり、
地球環境の維持のためには前者をベースとする政
策が王道であることは賛同を得られやすい。しか
しその理想をつきつめると得てして、自給自足的
村落を分散配置することや、その対極として広大
な緑地の中の超高層ビルといった形態に帰着しが
ちになる。実行可能性もさることながら、高密な
「都市Jが生まれ、また変容していく必然性や必要
性があまりにも軽視されているという気がしてな
らない。
そこで、本稿では、あえて後者の「サステイナ
ピリティ」から出発することを試みる。
この試みに対しては、せっかく沸き上がってい
る自然一人間系の議論を人間中心の見方に後退さ
せるもの、という批判があるかも知れない。その
批判に対しては、人聞が利用する場として「サス
テイナブル」でなくなった地域が、自然環境とし
て「サステイナブルjな土地に回帰することがそ
う簡単にあり得ないことと、そういった地域の放
棄が、概して新たな自然環境の蚕食を伴うことを
指摘しておこう。
ところで、 Common，M.(1995)の概念規定によ
れば、生態学的な意味での「サステイナビリティ」
とは、“stability" (安定性)というよりは
“resilience" (弾力性、回復力)であるという O す
なわち、「何らかの“disturbance"(撹乱)に抗し
て系の構造と行動パターンを維持する能力Jであ
り、必ずしも、人口や種の個体数の安定性は保証
しないという。
しかしながら、彼自身も指摘するように、
“resilience"をいかなる指標でもって観測するかは
容易ではない。また、地域としては持続して利用
されるといっても、居住の機能が弱まった場合に
は、やはり前述のように、他地域での自然環境の
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蚕食(スプロールにせよ計画的なニュータウンに
せよ)があり得る。こう考えてくると、都市の地
域レベルではやはり“stability"も重要な概念ではな
かろうか。実際、対象としている規模は大きく異
なるが、先述のローマクラブのモデルでも最終目
標の一つは人口の安定であったのである。
というわけで、「居住」という機能に焦点を当て
た場合の「サステイナビリティjを、とりあえず、
「人口の安定性jとして捉えてみようというのが本
稿の出発点である。
3 .東京都内の「安定地区」
以上の認識のもとに、東京都内における人口の
「安定地区」についてみてみることにする。
まず、東京都内の人口変化を国勢調査の基準地
域メッシュC1kmメッシュ)の統計を使い、地域
メッシュ統計が体系的に整備された最初の年次で
ある1970年と最新の1995年との聞の25年間の人口
変化をおおまかに分析してみよう。 25年間という
DP(該当メッシュ数)
• 50ー 1520(239) 
掴 10- 50 (238) 
関 -10- 10 (178) 
図ー 100一ー1() (365) 
と短いようにも思えるが、高度経済成長期→オイ
ルショック後の不況期→安定成長期→バブル経済
期→パフ。ル崩壊後の不況期と、社会・経済的には
激動の 4半世紀であったと言える。また、人口も
東京都全体では1985年をピークとして増加から減
少に転じ、バブル期を境として、区部で減少・東
京圏c1都 3県)で増加のパターンから区部での
増加・東京圏での減少へと様変わりしている。
まず、この25年間での人口の変化率:D P(%)、
DP =100 (P1蜘一 P1970) / P 1970 
但し、マ Pt t年の人口
を、 1970年時点で人口1000人以上で、以降も O人
となる年次がないメッシュについて算出すると、
図lのようになり、同心円状に減少地域と増加地
域が色分けされることがわかる。最も変化率が小
幅の第3ランクの地区は、環状7号線から外側の
区部と JR中央線ラインに沿って分布している。
さらに、同じ期間内で、安定性の指標として各
年次聞の変化率の絶対値合計:absDPsum (%) 
absDPsum = 100・LI Pt+5-Pt I/pt 
図 1970年→95年の人口変化率:DP (%) 
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但し、 Pt t年の人口、
t = 1970，1975，1980，1985，1990 
をとると、図 2のようになる。最も小さいランク
すなわち25%未満の地区は、図 1の第3ランクと
ほぼ同様であるが、山手線内にも早稲田近辺など
数地区存在する。そのフリンジは1960年DIDの
ラインと類似し、戦後から高度経済成長の初期に
形成された市街地、すなわち、日本におけるモー
タリゼーションの本格的発達の前までには市街化
していた地域と言える。
次に、それらの中でも、最も安定性の高い地区
として、 I DP I、absDPsumともに10%以下の地
区を抽出してみよう。この条件を満たすメッシュ
は極めて少なく、図3に示す14個となる。これら
を、一応「安定地区」と名付けておこう O 図のと
おり、区部西部に 9地区、環状7号線と環状8号
線の間に存在する。あとは葛飾区に 1地区と多摩
地域に 4地区である。いずれも鉄道駅を含むか近
接している地区となる。また、表1に示した各メ
ッシュごとの人口の推移をみると、すべて10，000
人から20，000人の聞で推移していることがわかる。
以下、国勢調査のデータの範囲ではあるがその特
性を探ってみよう。
最も特徴的なのは、表2に示した年齢コーホー
トごとの経年変化率:r (t，i) (%)、
r (t，i) = 100 (p (t，i) -P (t-5，i-5) ) 
/ p (t-5，i-5) 
但し、 P (t，O 
t年における年齢 i歳-i+4歳の人口、
i =5，10，15，…，70，75，80 
である(5歳幅階級の人口が統一的に利用できる、
表 r安定地区jの人口の推移
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1980年以降の値を利用する期間に限定)0 10代後半
-20代前半の増加傾向の維持が、 2、3の例外を
除いて共通している。図 4に、 I DP I、
absDPsumともに最小のコード番号9のメッシュ
表2 r安定地区Jの年齢コーホート経年変化率(%)
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13 閣 寸曲 -2，47 -2.58 -7.73 -7.45 -19.田 -24.19 
14 -7.15 -5.∞ =1.，g量一1田 -12.77 -14.割合A回弔問。
玉川1:地域の「サステイナビリティ」に関する試論的考察
absDPsum(該当メッシュ数)
.100-587 (169) 
圃 50ー 100(24ω 
額 25-50 (386) 
圏 0-25 (225) 
関2 1970年-95年の年次間変化率絶対値合計:absDPsum (%) 
安定地区の抽出
国安定地区
圏対照地区
図3 r安定地区」と比較のための対照地区
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玉川:地域の「サステイナビリティ」に関する試論的考察
表3 r安定地区」の一般世帯の所有関係別内訳
(1970年)
番号待ち蜜世帯公借家世帯毘借家世帯省与住宅
40.32 0.59----46.15 ----g:2g 
41.78 0.97 45.73 7.92 
34.25 4.13 4.81 11.94 
4 36.84 2.33 50.65 6.82 
5 37.28 1.36 39.4 9.5唖
28.36 28.73 35.95 5.10 
35.48 2.65 52.3ゆ 8.06
8 35.16 2.97 39.53 21.09 
41.15 14.13 38.27 4.94 
10 3.2 5.91 51.18 7.68 
1 45.29 1.45 43.84 6.16 
12 36.91 3.98 47.73 8.60 
13 31.24 7.30 48.43 9.15 
~ 48.56 6.29 36.1 7.6 
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(田無駅の南側地区)の年齢階級別人口を示す。表
2の変化の結果として、 20代前半のピークが」貫
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表4 r安定地区」の一般世帯の床面積別内訳
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して維持されていることがわかる。また、 14地区
の中では平均的なコード番号2のメッシュ(都立
大学駅周辺地区)のグラフを図 5に示す。大学移
転の影響からか1995年にはやや弱まるものの、ほ
ぼ同様の傾向がみてとれる。
さらに、表3の住宅関係によれば、持ち家/借
家比率の安定性が指摘できるし、表4では世帯の
住宅規模の多様性も注目に値しよう。特に後者で
は、 29m以下の世帯も多いが、 100-149ぱ、 150凶
以上も少なからず存在し、次章の比較対照地域に
比して広範囲の居住者層に対応していると言える。
一定数の長期居住者と短期居住者の混在が推測さ
表 5 NO.9地区の土地利用比率の推移
(1987年) (1992年) (1997年)
用蓬分憲 比草(%) 用途分惹 比牽(%) 用途分霊 比率(%)
宮公庁施設 1.04 官公庁施設 1.19 官公庁施設 1.11 
教育文化施設 2.88 教育文化施設 3.37 教育文化施設 3.33 
厚生医療施設 0.75 厚生医療施設 0.83 厚生医療施設 0.98 
供給処理施設 0.36 供給処理施設 0.28 供給処理施設 0.15 
事務所建造物 0.96 事務所建造物 0.72 事務所建造物 0.97 
専用商業施設等 0.86 専用商業施建設物等 1.01 専用商業施設等 1.10 
住商併用建物 2.96 住商併用 2.76 住商併用建物 2.51 
宿泊・遊興施設 0.21 宿泊・遊興施設 0.20 宿泊・遊興施設 0.17 
スポーツ・興業施設 1.02 スポーツ・興業施設 1.07 スポーツ・興業施設 1.18 
専用独立住宅 33.66 専用独立住宅 32.13 専用独立住宅 31.66 
集合住宅 10.56 集合住宅 1目44 集合住宅 13.95 
専用工場、作業所 0.09 専用工場、作業所 0.09 専用工場、作業所 0.05 
住居併用工場、作業場 0.23 住居併用工場、作業場 0.17 住居併用工場、作業場 0.23 
倉庫、運輸関係施設 0.36 倉庫、運輸関係施設 1.06 倉庫、運輸関係施設 1.37 
農林漁業施設 0.01 農林海業施設 0.01 農林漁業施設 0.01 
屋外利用地、仮設建物 4.15 屋外利用地、仮設建物 4.67 屋外利用地、仮設建物 5.56 
公園、運動場等 5.30 公園、運動場等 5.89 公園、運動場等 4.83 
未利用地・用途改変中等 2.71 未利用地・用途改変中等 2.81 未利用地圃用途改変中等 1.81 
道路 14.18 道路 16.09 道路 15.79 
鉄道・港湾等 2.89 鉄道・港湾等 1.23 鉄道・港湾等 2.10 
畑 12.78 畑 11.23 畑 9.17 
樹匿地 0.58 樹園地 0.52 樹園地 0.58 
水面・河)11.水路 0.77 水面・河川・水路 0.75 水面・河川1・水路 0.75 
原野 0.28 森林 0.19 森林 0.19 
その他・不明 0.43 原野 0.10 原野 0.44 
合 計 100.00 その他・不明 0.20 4 .. 計 100.00 ロ
合 計 100.00 
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表6 No.2地区の土地利用比率の推移
扇二重一百事
官公庁施設
教育文化施設
厚生医療施設
供給処理施設
事務所建造物
専用商業施設等
住商併用建物
スポーツ・興業施設
専用独立住宅
集合住宅
専用工場、作業所
(1986年)
官軍探T
0.32 
1.95 
2.13 
0.18 
1.39 
0.54 
4.01 
0.14 
--2L二孟重
官公斤施設
教育文化施設
厚生医療施設
供給処理施設
事務所建造物
専用商業施設等
住商併用建物
スポーツ・興業施設
専用独立住宅
集合住宅
専用工場、作業所
(1991年)
主霊登
0.12 
4.15 
0.20 
0.18 
2.17 
0.85 
3.81 
0.24 
肩蚕百事
官公庁施設
教育文化施設
厚生医療施設
供給処理施設
事務所建造物
専用商業施設等
住商併用建物
宿泊・遊興施設
スポーツ・興業施設
専用独立住宅
集合住宅
(1996年)
比率(%)
0.10 
3.96 
0.28 
0.08 
2.90 
1.02 
3.67 
0.10 
0.21 
住居併用工場、作業場
倉庫、運輸関係施設
屋外利用地、仮設建物
公園、運動場等
43.80 
14.42 
1.68 
0.47 
0.28 
2.90 
1.99 
1.53 
住居併用工場、作業場
倉庫、運輸関係施設
屋外利用地、仮盤建物
公園、運動場等
41.08 
17.71 
1.32 
0.36 
0.28 
2.14 
1.77 
1.28 
専用工場、作業所
住居併用工場、作業場
倉庫、運輸関係施設
屋外利用地、仮設建物
公園、運動場等
38.69 
18.71 
1.25 
0.38 
0.11 
2.72 
1.71 
2.04 
未利用地・用途改変中等
道路 20.93 
0.86 
0.39 
0.01 
0.02 
0.07 
未利用地・用途改変中等
道路 20.99 
0.86 
0.45 
0.02 
来事l用地・用途改変中等
道路鉄道・港湾等
畑
樹園地
水面・河川・水路
その他，不明
苔一一一吉 100，∞ 
鉄道・港湾等
熔
y函・河川・氷路
舎計
れよう(なお、国調で観測できるその他の指標で
ある、常住地ベースでの産業別人口等からは、目
立った特徴は発見できなかった)。
また、先の2つの地区について「土地利用」を
みてみよう。東京都都市計画局の都市計画地理情
報システムの 3時点(1986年又は87年、 91年又は
92年、 96年又は97年)のGISデータから作成し
た土地利用比率の推移を示す表5、6を見る限り
では、独立住宅の減少、集合住宅の増加という区
部の一般的傾向とは大きくは変わらない。しかし、
表 7、8の建物用途・構造別集計(1986年又は87
年のものは属性情報に欠落が多いため割愛)から
は、独立住宅の延べ床面積の絶対量での安定性
(わずかながら上昇)が読み取れよう O 図6、7は、
2地区の最新の土地利用現況図に建物ポリゴンを
重ねたものである。居住機能を担う独立住宅・集
合住宅が多くを占める反面、商業系空間等も少な
からず混在していることがわかる。
4.他地域との比較
以上の「安定地区」を都内の特徴的な他地区と
比較対照してみよう。図3のA，B， Cを対照地
100.00 
鉄道・港湾等
畑
水面・河川・水路
合計
20.94 
0.87 
0.23 
0.02 
100.00 
区に選んだ。 3地区まとめて人口総数の推移を表
9に、年齢コ}ホートごとの経年変化率を表10に、
年齢階級別人口のグラフを図8、9、10に、一般
世帯の住宅所有関係別内訳を表11に、住宅規模別
内訳を表12に示す。
地区Aは、 1970-1995年を通じて人口20，000人
以上のメッシ，ュの中でabsDPsumが最大(=90.4) 
となるものである。「高密市街地の中で最も人口変
動の激しかった地区」という位置づけになる O 池
袋駅の北西部に当たり、いわゆる木賃ベルト(と
呼ばれた地域)の一角である。図8の年齢階級別
人口の形は、「安定地区」と相似するが、 1980年以
降全体的に人口規模が縮小していっている傾向が
みてとれる (1995年には若干回復するが)。若年層
の増加も「安定地区」ほどには一貫しておらず、
表10からは、バブル期 (1985→90年)においては
10代後半の層が流出していることがわかる。表11
にみられる持ち家世帯比率の増加は、借家居住層
の転出を示唆するが、表12のように世帯規模は
「安定地区」に比べて小規模なものに特化している。
また、冗長になるので図表は割愛するが、土地利
用・建物現況においては、「安定地区Jと比べ、独
立住宅の延べ床面積は比率だけではなく絶対量で
玉川:地域の「サステイナピリティ」に関する試論的考察
表7 No.9地区の建物用途・構造別集計
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表8 NO.2地区の建物用途・構造別集計
玉川:地域の「サステイナビリティ」に関する試論的考察
図6
図7
回無駅南 (1997年)
図公共系
図商業系t専用独立住宅
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工業系
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No.9地区の土地利用・建物現況
都立大学駅周辺 (1996年)
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No.2地区の土地利用・建物現況
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表9 対照地区の人口の推移
番号 1970:牢 1975年 1980年 1985年印刷年 1995年 absDPsum DP 
A31685 27566 35045 33234 21967 ~24349 90，04 -23.15 
B 75 14396 15647 15163 15174 13542 19117.28 17956.00 
C 1430 4126 6059 6850 8518 8553 273.20 498.11 
表10 対照地区の年齢コーホート経年変化率(%)
(1980→85) 
替特 5-9~ 10-14音量 15-19薗120-24=: 25-29謹 30-34i136-39. 40-44. 
-17皿 -7.09 12.42 50.32 -26.75 一回.80 -14.66 -7且
-20.44 -30.54 9.48 -0.97 136.58 41.28 -18.30 -28.87 
-6.23 -16.20 34.77 10.57 48.88 36.62 -3.03 -11.51 
番号 46-49量 50-54量 55-59i160-64雀 65-69"70-74量 75-79蓋 80-8411
-7.72 -7.48 -9.03 -10.63 -12.29 -19.43 -24.71 ③0.34 
19.96 -8.72 1.73 8.56 6.90 -15.08 -，1.24 -32.43 
-7.57 -0.28 -3.69 12.00 8.04 9.33 -，日 8.89
(198'5→制)
司書骨 5-911 10-14・15-19渥 20-24:1 25-29薗I30-34i1. 35-39if 40-44~ 
-44.20 -36.76 -21.13 4.69 -46.45 -45.38 -45.42 -40.5B 
-17.35 -18.05 -10.86 -14.24 40.33 14.16 -10.96 -14.28 
G 3.14 1.01 14.3日 71.53 34.20 30.96 12.20 2.23 
as暑 45-49"50-54遅 55-59薗I60-64i1 65-69鐘 70ー 74量 75ー 79盃 80-84i1
-32.72 -34.18 -36.63 -37.80 -42.02 -42.13 -43.92 -53.47 
一~8.80 -4.43 -7.72 -0.24 3.32 1.29 -10.2川 -29.11
0.31 3.62 5.29 4.78 -2.14 -6.61 0.00 -5.00 
H990噌95)
-F号 5-9島市0-14藍 15-19温120-24趨 25-29&130-34i1 35-39j1 40-44量E
-3.39 3.78 29.96 66.80 0.34 -4.53 -1.22 9.36 
-2.9.20 へー2.6.93 -15.72 一辺0.55 -4.62 12.51 -26.30 -25.0E 
-25.95 -19.43 16.33 34.61 -3.32 -8.19 -17.77 -11.70 
書号 45-49i1 50-54盈 55-59260-64窟 65-69i170-74置 75-79重 80-84醤
14.29 13.16 11.12 6.74 7.40 3.01 -11.25 -14.21 
-15.66 -12.76 -3.00 -2.41 0.49 -6.43 -8.28 -9.38 
-5.39 -4.48 -4.6ο -4.23 0.46 -2.19 -6.19 -26.83 
表11 対照地区の一般世帯の所有関係別内訳
(1970年(%)
番号持ち家世帯公借家世帝民借家世帯給与住宅 間借り
A 31.39 2.06 57.54 4.58 4.16 
B 100.00 0.00 且00 0.00 0.00 
C 74.65 1.41 22.54 0.00 1.41 
(1995年(%)
番号持ち家世帯 公借家世帯民借家世帯信与住宅 嗣借り
A 38.33 1.63 50.59 4.62 1.79 
B 16.61 76.61 5.37 1.09 0.19 
C 36.57 11.92 43.84 5.92 0.40 
表12 対照地区の一般世帯の床面積別内訳
(1995隼(%)
香号平均量底¥ni)()一四而世帯担-4.世帝国....世帯 70-99世膏 100-149世寄 150以上世智
A 47.08 40.54 19.91 15.94 10.67 7.16 2.74 
48.02 6.90 54.98 30.59 5.29 1.76 0.36 
C 50.84 29.44 18.94 33.85 8.35 5.83 2.24 
も減少するという違いがある。つまり、持ち家世
帯の増加の受け皿は、いわゆる分譲マンションが
主体であることが推定される O
地区Bの範囲は、多摩ニュータウンの諏訪・永
山地区にほぼ相当する。多摩ニュータウン地域で
最も初期に開発された部分で、 1971年の第一次入
居開始以降人口が急増した地区であるが、 1980年
からはすでに減少が始まっている。年齢階級別に
みると、初期入居者の主要層であるいわゆる「団
塊の世代」とその子供の世代が2つの大きなピー
クを保ち推移しているが、「安定地区」と対照的に
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図10 C地区の年齢階級別人口
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近年若年層の流出が明確にみられている。また、
中規模な借家世帯に特化していることも特徴的で
ある。やはり図表は割愛するが、土地利用・建物
現況からも集合住宅中心であることが裏付けられ
る。
一方、隣接する永山駅北西のC地区は、多摩ニ
ュータウン開発以前・ 1960年代に開発された団地
の一部、上述の諏訪・永山地区以後に開発された
集合住宅地、および区画整理により漸次開発され
ていったニュータウン通り沿いを中心とする市街
地が混在する地区である。人口は、地区Bと対照
的に1980年以降も漸増で推移しており、若年層の
流入も「安定地区」並に確保されている。 1980年
の年齢階級別人口の形は地区Bに似ているが、
1995年のそれはむしろ「安定地区」のものに相似
してくる。民営借家比率の増加が特徴的で、世帯
の住宅規模にも多様性がみられている。地区Bを
「ニュータウン型」とすれば、地区Cはそれからの
脱度の兆候がうかがえる地区であり、「安定地区」
型に近づいているように思われる。
以上のように、対照地区との比較において、前
述した「安定地区」における、「若年層の受け皿の
存在と居住の多様性への対応Jという特性がさら
に浮き彫りとなる。同時に多摩ニュータウン内部
での地区特性の分化という傾向も見えてくる。
5.仮説またはいくつかのシナリオ
以上のデータ分析をもとに、いくつかの仮説ら
しきことを述べておこう。
まず、次のような議論が当然考えられる。第3
章で、扱った「安定地区」は、都市域拡大の過程の
中で偶然当該の25年間にプラトーを迎えていただ
け、という見方である。確かに、東京都における
都市域の平面的拡大は、明治維新以降バブル経済
期までは現実のものであった。しかし、少子化に
より第3次ベビーブームは到来しないであろうこ
と、地価の下落とともに住宅供給の外延化には歯
止めがかかったこと、利便性志向の強い単身世帯
の割合が今後も増加していくであろうこと、そし
て経済全体におけるストック化の進展等を考え合
わせると、今後は、「都市域は拡大する」という前
提がリアリティを失うことも予想される。その意
味では、安定地域の存在は、決して過渡的現象と
はいえない可能性があるのである。
また、都市圏規模の違いによる地区の「安定性J
の質的な違いにも注目する必要がある。大都市の
場合は、一定の“定住者"の存在を前提としながら
も、さらに若年層居住による“re-vitalization"が一
つのポイントのように思われる。すなわち、地域
の主体が全く変わらないわけでもなく、また、短
期間に激変するわけでもない、漸進的な変化を柔
軟に包み込む地域がイメージできるように思う。
これに対し、規模の小さな都市だと、産業(職場)
を含む集中性が必要かも知れないし、それらの中
間的なレベルも当然考えられるであろう。
さらに、「都心居住」が一時期話題になったが、
「安定地区Jの存在は、ポストバブル期の区部への
人口回帰現象とともに、少なくとも「周辺区居住」
の可能性 Cf都心居住Jまでは行かないようだが)
を示している。住宅が適正価格であれば、ほどほ
ど高密で利便性の高い地域が居住地として選好さ
れるという傾向である。先の、「安定地区」の特性
をみると、住宅の多様性の存在がその受け皿とし
ての機能を担保するように思われる。
最後に、ニュータウン内の選択居住も興味深い
傾向と言える。この傾向が一般的だとしたら、高
密市街地化と多自然居住化への地域的分化の可能
性があるのかも知れない。現段階では、仮説の仮
説ぐらいといったところではあるだろうが。
6.おわりに
以上、地域の「サステイナビリティ」について、
ケーススタデイにより一つのイメージを示すとと
もに、いくつかの仮説等を提示してみた。最初に
述べたように、本稿は全くの試論的考察にすぎな
い。抽出された「安定地区」の意味についても、
より長期にわたる事例検討を積み重ねなければな
らないだろう。しかし、「安定地区」が静的な「安
定Jを示す地区ではなく、絶えず変動しつつ全体
的なフレームを維持するというイメージに近いも
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のであるのは、計画論に対しでも示唆的であるよ
うに思う。
三全総時代の定住圏や省エネルギーといった議
論は、バブル経済の勃興とともに一般の関心が薄
らいでいった。今再び注目を集めていることがポ
ストバブル期の流行で終わらないためにも、地域
の「サステイナピリティ」に関する議論自体、「持
続的」であるべきだろう。
付記
本研究は、東京都立大学共同都市研究第2プロ
ジェクト「循環型社会とまちづくりに関する総合
的研究」の一環である。また、分析に使用した土
地利用・建物現況データは、同プロジェクトにお
いて東京都都市計画局総合計画部より借用したも
のである。
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A Test Study on the “Sustainability" of Urban District : 
日ndingthe “Stable" Areas in Tokyo and Their Implications 
Hidenori Tamagawa* 
*Graduate School of Urban Science， Tokyo Metropolitan University 
Compγehensi ve U:γbαn 8tudies， No.71， 2000， pp.5-20 
“Sustainab出句"is a special key word for the global environmental problems.官邸 teststudy 
considers the “stab立ityof population"路加indexofthe“sustainability" of urban district and pre-
sents some hypotheses through the case study in Tokyo. 
At first， the concepts about “sustainability"加 durban“ecosystem" are provided. 
Then， asa case study， with standard (lkm) mesh data of the National Census， fourteen “stable 
areas" are extracted. These areas are revealed to have common characteristics such出“stable
inflow of young generation" and “diversity of residential style".官lecharacteristics are higlilighted 
comparing with that of other typical町e加 inTokyo. 
At last， some hypotheses and test scenarios are shown for the sustainability of urban district回
the metropolis. 
